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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期
第１四半期
連結累計期間

第15期
第１四半期
連結累計期間

第14期

会計期間

自平成25年
４月１日
至平成25年
６月30日

自平成26年
４月１日
至平成26年
６月30日

自平成25年
４月１日
至平成26年
３月31日

売上高 （千円） 912,432 766,478 4,277,934

経常利益 （千円） 73,390 164,112 570,050

四半期（当期）純利益 （千円） 50,756 106,336 279,694

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 115,346 110,163 351,572

純資産額 （千円） 2,744,682 3,048,811 2,991,258

総資産額 （千円） 3,265,022 3,582,595 3,841,035

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 9.04 18.75 49.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 8.90 18.63 49.02

自己資本比率 （％） 82.6 83.4 76.2

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

　　　　　記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成25年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき100株の割合で株式分割を行っております。このた

め、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり四半期（当期）純利益金額及び

潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）経営成績に関する分析

　当第1四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、6月日銀短観によると、4月の消費増税の影響により、大企業

製造業のDI（業況判断指数）が6四半期ぶりに悪化したものの、同指標の先行きの指数は改善するとともに大企業製

造業を中心に設備投資意欲は非常に旺盛と先行き改善期待が先行する基調にあります。

　一方、当社の属する情報サービス業界についても、2014年度ソフトウェア投資計画が、前回調査の前年度比1.5％

増加から4.8％増加（日銀短観：ソフトウェア投資額（全産業）参照）に上方修正されるなど、全般的にIT投資の拡

大基調が続いています。

　このような経営環境の下で、当第1四半期連結累計期間の当社の経営成績は下記のとおりとなりました。

売上高 766,478千円 （前年同期比16.0%減）

営業利益 159,839千円 （前年同期比127.0％増）

経常利益 164,112千円 （前年同期比123.6％増）

四半期純利益 106,336千円 （前年同期比109.5％増）

 

　特筆すべき事項を記載すると下記のとおりです。

①売上高については、公共、サービス、建設、空運業等を中心とする既存顧客のIT投資の拡大により、例年以上

に受注は堅調に推移したものの、前年同期には複数年に渡って実施した大型請負案件の売上計上があったため、

前年同期比16.0％減少の766,478千円となりました。

 

②損益面については、売上高は前年同期比16.0％減少したものの、前述のとおり受注は例年以上に好調に推移し

高稼働となったこと、また前年同期に完了した大型案件は利益貢献がなかったことから、粗利益率は前年同期の

22.7％から38.5％に大幅に改善しました。このため、当四半期の営業利益、経常利益及び四半期純利益はそれぞ

れ159,839千円（前年同期比127.0％増）、164,112千円（前年同期比123.6％増）、106,336千円（前年同期比

109.5％増）と前年同期比大幅な増益となりました。

 

　 （2）財政状態に関する分析

　　資産、負債及び純資産の状況

　総資産は、主に前連結会計年度末の売掛債権の回収により、前連結会計年度末比6.7％減少の3,582,595千円となり

ました。

　また、負債についても、主に前連結会計年度末の未払金等の支払いや賞与の支払いにより、前連結会計年度末比

37.2％減少の533,783千円となりました。

　純資産は、主に四半期純利益の計上により前連結会計年度末比1.9％増加の3,048,811千円となりました。

 

　 （3）研究開発活動

　該当事項はありません。

　なお、当第1四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

　 （4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　当社は、事業ドメインである「戦略的IT投資領域」への高付加価値サービスを通じて顧客満足度を向上させること

により安定的に事業成長することを基本的な経営方針としています。したがって、当社の事業遂行には、「戦略的IT

投資領域」に精通した者が取締役や業務執行者に就任し、事業の方針を決定し、業務執行体制を構築することが必要

であり、これによってはじめて当社の事業価値の維持・向上が図られるものと認識しております。以上が、会社の支

配に関する基本方針であります。

　現時点において、当社株式の大規模な買付行為に関する具体的な対応方針は特に定めておりませんが、上記の方針

に照らして必要であると判断した場合には、社内外の専門家を含めて検討したうえで適切に対応策を講じます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,200,000

計 23,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年8月11日）

(注)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,097,600 6,097,600

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,097,600 6,097,600 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権等の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年4月 1日～

平成26年6月30日

 

10,800 6,097,600 2,025 833,640 2,025 823,876

　　(注)　新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年6月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  －  － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式  420,800 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式 5,665,900 56,659 －

単元未満株式 　普通株式      100 － －

発行済株式総数 6,086,800 － －

総株主の議決権 － 56,659 －

 

②【自己株式等】

平成26年6月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＵＬＳグループ株式会

社

東京都中央区晴海一丁目

８番10号晴海アイランド

トリトンスクエアオフィ

スタワーＸ棟14階

420,800 － 420,800 6.91

計 － 420,800 － 420,800 6.91

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,065,593 1,869,411

売掛金 1,734,979 536,380

仕掛品 19,076 184,625

その他 213,671 182,658

流動資産合計 3,033,320 2,773,075

固定資産   

有形固定資産 35,504 33,102

無形固定資産   

のれん 66,872 65,286

その他 7,296 6,802

無形固定資産合計 74,169 72,089

投資その他の資産   

投資有価証券 570,585 577,309

その他 127,455 127,018

投資その他の資産合計 698,041 704,328

固定資産合計 807,715 809,520

資産合計 3,841,035 3,582,595

負債の部   

流動負債   

未払金 162,681 103,152

未払費用 165,695 63,023

賞与引当金 250,416 75,794

受注損失引当金 － 1,142

未払法人税等 127,427 44,690

その他 122,030 222,056

流動負債合計 828,250 509,860

固定負債   

その他 21,526 23,922

固定負債合計 21,526 23,922

負債合計 849,777 533,783

純資産の部   

株主資本   

資本金 831,615 833,640

資本剰余金 1,172,044 1,174,069

利益剰余金 1,020,851 1,070,528

自己株式 △158,756 △158,756

株主資本合計 2,865,753 2,919,480

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 62,785 67,113

その他の包括利益累計額合計 62,785 67,113

少数株主持分 62,718 62,217

純資産合計 2,991,258 3,048,811

負債純資産合計 3,841,035 3,582,595
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 912,432 766,478

売上原価 705,487 471,441

売上総利益 206,945 295,036

販売費及び一般管理費 136,539 135,197

営業利益 70,405 159,839

営業外収益   

受取配当金 1,724 3,448

その他 1,260 824

営業外収益合計 2,984 4,273

経常利益 73,390 164,112

税金等調整前四半期純利益 73,390 164,112

法人税等 28,485 58,276

少数株主損益調整前四半期純利益 44,904 105,835

少数株主損失（△） △5,851 △500

四半期純利益 50,756 106,336
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 44,904 105,835

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 70,442 4,327

その他の包括利益合計 70,442 4,327

四半期包括利益 115,346 110,163

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 121,198 110,664

少数株主に係る四半期包括利益 △5,851 △500
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却費は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 4,449千円 2,896千円

のれん償却費 1,586千円 1,586千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年6月27日

定時株主総会
普通株式 42,042 750.00  平成25年3月31日  平成25年6月28日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年6月27日

定時株主総会
普通株式 56,660 10  平成26年3月31日  平成26年6月30日 利益剰余金

 
（注）平成25年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき100株の割合で株式分割を行っております。1株当たり配
当額は当該株式分割を考慮した額を記載しております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年4月1日　至平成25年6月30日）

　当社グループは、コンサルティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年4月1日　至平成26年6月30日）

　当社グループは、コンサルティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 9円04銭 18円75銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 50,756 106,336

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 50,756 106,336

普通株式の期中平均株式数（株） 5,614,800 5,670,567

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8円90銭 18円63銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 88,900 37,662

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

(注)平成25年5月29日開催の取締役会決議により、平成25年10月1日付けで普通株式1株につき100株の割合で株式分割

を行っております。このため、前連結会計年度の期首に、当該株式分割が行われたと仮定して1株当たり当期純利益金

額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額を算定しております。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年8月11日

ＵＬＳグループ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 手塚　正彦　　印

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大野　開彦　　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＵＬＳグルー

プ株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年4月１日から

平成26年6月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年4月1日から平成26年6月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＵＬＳグループ株式会社及び連結子会社の平成26年6月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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